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Summary
　In this article, by considering normative grounds for the legitimacy of state sovereignty 
from a Rawlsian perspective, I inquire into the analogical relationship between personal 
property rights and state territorial rights, subsequently examining the normative 
relationships between states （decent peace, the duty of assistance to other states, and external 
legitimacy）. Rawls focuses on human rights when discussing the legitimacy of the state 
（the people）；in particular, his theory of legitimacy can be designated as a two-step human 
rights-based theory （minimal legitimacy and liberal legitimacy）. On the subject of personal 
property rights and state territorial rights, he analogizes the two and justiﬁ es each rights for 
the purposes, on the one hand, of the development of citizens’ moral abilities and integrity 
and, on the other hand, of political development and legitimacy of the state. In addition, it 
seems that Rawls assumes decent peace to be a feasible form of peace in our pluralistic world. 
The state’s duty of assistance to other states （burdened societies）, according to my construing 
of his texts, should be interpreted as a duty of justice based on the requirement of “global fair 
equality of opportunity,” and Rawls’ law of peoples should also be understood as proposing 
the idea of external legitimacy. 
　序
　本稿の目的は，ロールズ的な視座から，国家の統治権力の正統性（legitimacy）の規範的な根
拠を探求することを通じて，個人の所有権と国家の領土権（territorial rights）についての類比
的な関係について考察し，この考察を踏まえて，国家間の規範的な関係（節度ある平和，他国に
対する援助義務，対外的な正統性）について吟味することにある。
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　そもそも国家とはどのような政治的コミュニティなのだろうか。法学・政治学にあっては，
①恒常的住民，②一定の領土，③政府，④独立，といった四条件を充たしている政治的コミュ
ニティが「国家」であると国際法上は認められている［藤田 2010: 167］
2)
。
　政治哲学者の J. シモンズは国家が有する権利要求の束を以下のように説明している。①そ
の領土内の人びとに対して（完全な，あるいは部分的な）法的支配権（jurisdiction）を行使する権利。
それゆえその領土内の非市民をも実質的な仕方で支配し，強制する権利。②その領土内におい
て私的に所有されていない土地や資源に対する，ある程度十全な支配権。③国家が主張する領
土内において私的に所有されている土地や資源に課税し，それらの使用を規制する権利。④そ
の領土の境界を越える移動を支配する，あるいは禁止する権利。⑤国家の領土の分割を制限す
る，あるいは禁止する権利［Simmons 2001: 306］。
　では国家という組織がある特定の地域に対して法的支配権を行使し，その支配権に従う義務
をその特定の地域に居住する人びとが負う根拠とは何であるのだろうか。すなわち国家が，あ
る一定地域に居住する人びとの権利や義務を統制する正統性は何に由来しているのだろうか
3)
。
　１　ロック的所有権理論
　この国家の支配権を正当化する主要な論法として，「ロック的な所有権に基づく理論」があ
る［Simmons 2001］。すなわち，個人は自らの自然権のうち，処罰権を国家（政府）に譲渡す
る代わりに，代理人として国家は処罰権を譲渡した人びとの土地を監理する権利を獲得する，
という理論である。ロック的な所有権（自己所有権）理論
4)
によると，自然状態において個人は
その領地（所有地）内にあっては一個の「ミニ領主」［大庭 2004： 第 4章］，あるいは「王」［LPP 
129/ 229］であり，前法的・道徳的な領有支配権（territorial jurisdiction）を有している。しかし
ながら自然状態にあっては，こうした支配権（土地所有権）は不安定であるため，市民は政治
権力（端的には処罰権）を彼らの間での同意に基づいて国家に譲渡する代わりに，国家による法
的な安定性を市民は獲得することが可能となる。そしてこの安定性の維持のために，市民は国
家の支配権に従う義務を負うことになるのである。
　このように，領有支配権をも内包した排他的な所有権を有する個人が，その政治的権力を自
発的な同意に基づいて国家に譲渡するという論法をとることによって，国家の起源やその正統
性のみならず，その領土権，すなわち国家が「その領域内のすべての人と物に対して管轄権を
行使し，また，その領域を処分するという包括的，排他的な権利」［藤田 2010: 257］について
も説明を与えることがこの理論にあっては可能になっている。
　このロック的な所有権理論に基づく説明はラディカルなものであり，国家のある支配地域に
居住する市民がもはや代理人として当の国家を承認しないのであれば，自らの所有地に対する
国家の領土権の行使を排除することができ，その国家から脱退することもできる。しかしなが
らこの理論には幾つかの難点があることも指摘されている
5)
。
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　２　ロールズにおける所有権の位置づけ
　以下ではロールズ的な立場から個人の所有権と国家の領土権の問題を捉え返してみたい。
ロールズにあって所有権とは，「正義の二原理」［TJ sec. 11］によって人びとに保障される基
本的な権利の一つではあるが，排他的・不可侵的なものではなく，制限されうるものである
6)
。
何かを自分のものとして所有するという権利は人びとの諸自由を守るために，そして道徳的諸
能力（正義感覚の能力と善の構想の能力）の適切な発展と十全な行使のために必要とされるので
あり，とりわけ市民の個人的独立と統合性（不可侵性），そして自尊の社会的基礎として要求さ
れる［JF sec. 32.6］。所有権の根拠は社会の基礎的な諸制度が市民に保障する「正統な予期」
にあり
7)
，それゆえロールズの理論にあってはロック的な理論とは異なり，前制度的な所有権と
いうものは理論的に存在しない。
　ロールズの正義論にあっては，社会においてリベラルな正義の政治的構想（正義の二原理）に
基づく諸制度を形成し，維持することが唯一の目的であり，所有権という制度の保護はそのた
めの手段にすぎない。それゆえロールズの理論の枠内では，所有権は派生的な権利であるとい
える。すなわち，この唯一の目的に適うならばあるモノに対する所有権は正当化されるが，そ
うでなければ正当化されない。全ての人びとの権利と自由，公正な機会と社会的ミニマムの十
全な保障のために所有権は正当化されるのであって，こうした「社会的基本財 social primary 
goods」の公正な分配を侵害することになるような所有権（のシステム）は正当化されない。ゆ
えにロールズは，自由放任型資本主義のみならず，生産手段の不平等な所有を容認することで
人びとの基本的な自由・権利を侵蝕している，現行の「資本主義的福祉国家 capitalist welfare 
state」も批判しており，富と資本を分散させ，誰もが一定程度の財を保有できることを保障
する「財産所有の民主制 property-owning democracy」という所有システムであり，国家の
在り方を支持している［TJ xivff/ xvi-xix, sec.43; JF part 4］。
　３　ロールズにおける国家の正統性の根拠
　ではロールズは国家の正統性をどのように捉えているのだろうか。まず国家の正統性につい
ての哲学的説明を確認したい。上述したようにロック的な理論にあっては市民の自発的な同意
が国家の正統性の根拠であったが，功利主義的には国家が存在することで，関連する人びと（あ
る一定地域に居住する人びと）の効用が最大化されるならば（最大多数の最大幸福），そして社会の
効率性が促進されるのであれば，その正統性が正当化される。またカントにあっては，国家が
根源的契約の理念に合致しているならば，すなわち執行権と行政権が分離された純粋共和国と
いう体制を備え，国民全体の一つになった意志に基づいて生じえたかのような仕方でその法が
制定されているならば（国民がその法に同意することが可能であるならば），その国家は正統である
とされる［Kant VI: 341; VIII: 298］
8)
。
　現代の論者に目を移すと，D. コップは社会的ニーズ
9)
をよりよく充たしているならば，その
国家は正統であるという立場を示している［Copp 1999］。また D. ミラーは，領土権は第一に
民族（nation）に属しており，彼らが自らの土地に作り上げた集団的・文化的な諸価値を保護
－ 58 －
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するために，領土権を行使するという正統性を国家は有することになると論じている［Miller 
2007 ch.8; 2012］。そして J. ハンプトンは，暴力と非協力問題への解決策として，平和を生み
出すために政治的権威（国家）を我々は創り出したのであるが，この権威が正統なものとなる
ためには市民による承認的な同意が必要であると述べている［Hampton 1997: 77f, 180］。
　ではロールズの場合はどうか。ロールズの立場は〈人権に基づく二段階説〉として解釈する
ことができる
10)
。まず第一段階では，国家においてその成員の所有権を含む〈中核となる人権〉
が保障されていることが正統性の根拠となる
11)
。すなわち，①生存権（生活手段と安全への権利），
②自由権（奴隷状態・隷属・強制労働からの自由の権利，信教の自由と思想の自由を保障するのに十分
な程度の良心の自由の権利），③財産権（私有財産の権利），④形式的平等（「等しき者は等しく扱う」）
が保障されており，そして⑤制限された形ではあるが政治的な意見表明が可能となっているこ
とが，ミニマルな意味での正統性をその国家は有していることの根拠となる。すなわち，こう
した〈中核となる人権〉を保障している国にあっては，国内的には，その法システムはその全
ての成員に対して道徳的な権利と責務を課すが，成員たちはそれらを真正なものとみなし，単
に暴力によって押しつけられた命令であるとみなすことはない［LP sec. 8.2］。そして対外的
には，他国から内政に関して干渉・介入されないという意味での，ミニマルな正統性を有する
ことになる。
　そして第二段階では，穏当にリベラルな正義の政治的構想（の一つ）を支持しているならば
　　すなわちより広範な人権を保障しているならば　　その国家はミニマルな正統性を超え
た，「リベラルな正統性」を有することになる。そうした国家は次の五つの特徴を充たしている。
①ある程度の公正な機会均等，とりわけ教育と職業訓練における公正な機会均等，②所得と富
の適正な分配，③政府全体あるいは地方自治体による，もしくはその他の社会・経済的諸政策
を通じた有意義な仕事や職業への機会の保障，④全ての市民に保障された基本的ヘルスケア，
⑤選挙への公的資金の供給，ならびに政策に関わる諸問題の情報公開を利用可能にする様々な
保障手段［LP 50/ 69f; PL lvif］。こうした諸条件を充たしている国家はより公正で安定的であ
り，リベラルな立憲デモクラシー社会と見なされる
12)
。
　４　リベラルな正統性
　ではリベラルな正統性を備えた立憲デモクラシー社会にあっては，人びとはどのような仕
方で自らに課せられる義務や責務を（相互に）了解すべきであると考えられているのだろうか。
リベラルな正統性の問題を「どのような理由と価値を踏まえるならば……市民たちは，〔法律
の施行や，それに伴う義務や権利の付与という〕強制権力をお互いに対して正統に行使するこ
とができるのか」［JF 41/ 72］とロールズは定式化しているが，この問いに対してロールズは
三つの指針を示すことで回答を試みている。
　一つ目が「互恵性の規準 criterion of reciprocity」である。この規準は穏当に正義にかなっ
た立憲デモクラシー社会における政策決定者としての市民と被治者としての市民との関係につ
いての理念を体現している。
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｢ 我々の政治権力の行使が適切 proper であるのは次の場合のみである。それは，自らの政
治的行為に対して我々が提示する理由は，その行為の正当化として他の市民によって理にか
なった仕方で受け入れられるだろうと真摯に考える場合である。この基準は二つのレベルで
適用される。一つは憲法の構造それ自体に適用され，もう一つはこの憲法の構造と一致して
制定される特定の法に適用される。公正であるべき政治的構想はこのような原則を充たす憲
法のみを正当化しなければならない。これらの事柄は憲法やその下で制定された法の正統性
に適用される，リベラルな正統性原理と呼ばれうるものを表している ｣［PL xliv］
13)
。
　この引用の中で言及されている ｢ リベラルな正統性原理 liberal principle of legitimacy｣ が
二つ目の指針である。
｢ 我々による政治的権力の行使が十全に適切 proper であるのは，以下のような憲法と合致
して，その権力が行使される場合に限られる。それは，その本質的要素に関して，自由で平
等な全ての市民が，彼らの共通の人間理性にとって許容可能な原理と理念に照らして，支持
することが理にかなった仕方で期待されうるような憲法である ｣［PL 137, 217］
14)
。
　この二つの引用内における「我々」とは，市民一般と政策決定者（政治家，官僚，裁判官等）
を指しており，「憲法の本質的要素や基本的正義の諸問題
15)
」が議論される際には，この原理に従っ
て，すなわち立憲主義に基づいて，自由かつ平等で理性的である市民の地位を尊重するという
要件にかなう仕方で，理由に基づく公共的な討議を執り行うことが要請されている。こうした
討議にあっては，我々は三つ目の指針である ｢市民的礼節の義務 duty of civility｣ に従うこと
が要請される。
　　　　　　　　　　　　　　
｢ 根本的な〔政治的〕諸問題に関しては，自らが擁護し，票を投じる原理や政策が，公共的
理性の政治的諸価値によって如何に支持されうるのかを，〔市民は〕相互に説明できなけれ
ばならない ｣［PL 217］。
　この義務は自由で平等な市民，とりわけ反対の意見を有している市民に対する配慮に関わる
義務であり，ある政策を施行する際には，そうした市民からの同意・承認が最終的には得られ
ないとしても，反対する彼らであっても納得できる「公共的理由 public reason
16)
」のみに基づ
いて，その政策の妥当性や必要性について説明できなければならないことを要求している。
　５　正統性に基づく国家の分類
　穏当にリベラルな正義の政治的構想を支持し，「互恵性の規準」，「リベラルな正統性原理」，
そして「市民的礼節の義務」によって政治権力の行使が規制されるリベラルな国家の正統性と，
〈中核となる人権〉のみを保障している国家の正統性との間における大きな違いは，「政治的
自由の公正な価値」が保障されるべき権利として認められているか否か，である［JF sec. 45; 
－ 60 －
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PL VIII sec. 12］。後者の国家にあっては全ての人びとが自由で平等な市民であるとは見なさ
れず，政治において平等に代表されるに値するような，独立した個人と見なされてもいない［LP 
71/ 104］。
　このように政治的自由に関しては大きな差異はあるものの，これらの国家は共に，絶対的
な統治権を国内外の人びとに対して行使しうるとされる従来の国家像とは大いに異なる。こ
れらの国家にあっては，市民の人権の方が国家の統治権よりも道徳的な優先性を有しており
（それゆえロールズは「国家 state」ではなく「民衆 the people
17)
」 いう新たな概念を用いて国際関係につい
て議論している），市民の人権を蔑ろにする国家は国家としての正統性を有するとは見なされな
い。それゆえ対外的には，市民の人権を損なう恐れがある交戦権は制限され，（集団的）自衛権
や人権侵害に対する武力介入のみが許される。そして国内的には，国家の内的自治権（internal 
autonomy）も制約される［LP 79/ 115］。人権に基づいた，市民の取り扱いに対する制限が国
家に課せられているのである。
　これがロールズ的な観点からの正統性についての分析であるが，この〈人権に基づく二段階
説〉に依るならば，ロールズによる「国家の分類」［LP 4/ 4f］を次のように説明しうる。「節
度ある民衆 decent peoples
18)
」とは第一段階のミニマルな正統性のみを充たしている国家であり，
そして「道理をわきまえたリベラルな民衆 reasonable liberal peoples」とは第二段階のリベラ
ルな正統性をも充たしている国家を意味している。この二つの民衆を併せて「秩序だった民衆
well-ordered peoples」とロールズは名付けているが，この二つの民衆はお互いを容認・尊重し，
「諸民衆の法 the Law of Peoples
19)
」を共に受け入れていることによって「諸民衆の社会 society 
of peoples」を形成している［LP sec. 7］。この二つの民衆の間では様々な政治的・経済的・
軍事的協働が可能になっており
20)
，また〈人権尊重に基づく平和〉（節度ある平和
21)
）が実現されて
いる。
　他方「無法国家 outlaw state」，「重荷に苦しむ社会 burdened societies」，そして「仁愛的絶
対主義国家 benevolent absolutisms」［LP 4/ 4f］とは，この〈人権に基づく二段階説〉による
正統性の規準に照らすならば，正統性を有していない国家群となる。無法国家が正統性を有
していないのは，自国の市民の人権を侵害しており，好戦的で危険な国家だからである［LP 
80f/ 116f］。重荷に苦しむ社会は，人権を保障するために必要となる政治的・文化的伝統，人
的資源とノウハウ，そして（多くの場合）物質的・技術的資源を欠いているため，正統性を有
することができない［LP 106/ 155］。最後に仁愛的絶対主義国家は，ほとんどの人権を尊重し
てはいるが，政治的意思決定における有意義な役割が市民に認められていないため正統性を有
していない［LP 4/ 4f］。国際平和のためには全ての国家的組織が諸民衆の法を受け入れる必要
があるが，そのために無法国家には経済制裁や「人道的介入」［LP 80f/ 116f］，重荷に苦しむ
社会には「援助」［LP sec. 15］といった仕方で，自国内の人びとの　　少なくとも　　〈中核
となる人権〉を尊重するような民衆へと政治的に変容・発展することを強制する権利
4 4 4 4 4 4
と支援す
4 4 4
る義務
4 4 4
を秩序だった民衆は有している
22)
。
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　６　所有権と領土権
　ではこうした正統性についての分析を踏まえるならば，国家の領土権とはどのような意味を
有するものであるのだろうか。個人の所有権と国家の領土権をロールズは類比的に論じている
［LP 8/ 10f, 38f/ 51f］。上述したように，個人的な財産への所有権は市民の道徳的諸能力の発
展，個人的独立と統合性，そして自尊の社会的基礎にとって必須であるとして基本的な権利の
一つに数え入れている。所有制度の意義は，特定の行為者に「資産 assets」の維持管理とその
損失に関して責任を帰属させることで，資産が損なわれることを防ぐことにある，とロールズ
は見なしている。個人の場合，資産とは所得と富，そして自然的才能・能力であるが［TJ 62/ 
98］，国家の場合あっては，資産とは民衆の領土と民衆を恒久的に維持するための領土の生産
力である。民衆は領土とその環境の保全，ならびにその人口規模の維持に対して責任を負って
いるが，民衆の代表となり実行的な行為者となるのは，民衆自身が政治的に組織化された政府
である［LP 38f/ 51f］。市民の道徳的発展と同様に，国家の政治的発展のためには資産として
のある限定された明確な領土　　たとえ歴史的にはその境界は恣意的に定められたものである
と思えるとしても［LP 39/ 52］　　が必要であり，こうした資産が十全に保持されなければ市
民の人権を国家が保障することはできない。それゆえ領土は各国の責任の明確化のためにも必
要である。世界中の市民の人権が保護されるべきであるが，では誰がその主体となるべきなの
かという問いに対する返答は，その市民が暮らしている領域を支配している各国家がその責任
を第一に
4 4 4
負うべき，となる
23)
。この責任を実効的に果たしていることが国家の正統性，すなわち
その市民がその法的支配権に従う義務の根拠となっている。ロールズにあっては，一方では市
民の道徳的諸能力の発展と統合性，他方では国家の政治的発展と正統性という目的のために，
所有権と領土権は正当化されるのであり，どちら場合であってもそうした目的が達せられない
場合は，所有権と領土権というシステムに対して制約が課せられるのである
24)
。
　７　現実主義的ユートピアとしての「節度ある平和」
　ではこれまでの正統性についての考察から国家間の関係はどのように捉え返すことができる
だろうか。諸民衆の法にあっては　　上述したように　　民衆として規定される国家は（集団
的）自衛権のみ有しており，「市民の基本的諸自由と立憲デモクラシーの政治的諸制度を守り，
保持する」目的であるならば戦争を行うことができるが，「国家の合理的な諸利益を合理的に
追求する」政策実現の手段としての交戦権を有してはいない［LP 91/ 134］。それゆえ経済的
な富の獲得や天然資源の確保，ましてや覇権や帝国獲得を目的に戦争を行うことは認められ
ない［ibid.］。もしこうした目的で他国の領土を侵犯したならば，その民衆は無法国家となり，
その国家に対して秩序だった民衆は（集団的）自衛権を行使することが可能となる。
　国内外における「穏当な多元状態の事実 the fact of reasonable pluralism
25)
」を所与とするな
らば，国際平和を実現するにあたって，現時点では，全ての国家がリベラルな民衆へと変容・
発展することは期待できない。またそのように想定することは現実的ではない。しかしながら，
〈中核となる人権〉が普遍的に保障されるならば，どのような戦争であれ発生することはない
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とロールズは考えているように思われる。戦争発生の原因として，国内の社会的不満の捌け口
として対外戦争が行われたり，差別的な取り扱いを受けている宗教的・民族的マイノリティが
分離独立を目指すことによって内戦が勃発することなどを挙げうる。しかしながら〈中核とな
る人権〉が保障されているならば，その国の政府は人びとのニーズ
26)
に敏感に対応し，国内の全
集団の根本的利害関心は考慮されることが保証されるため［LP 77/ 110ff］，そうした不満や差
別的な取り扱いは除去されうる。節度ある民衆はリベラルな民衆よりも充足してはいないかも
しれないが，少なくとも〈穏当な充足〉は得られている
27)
。それゆえ，リベラルな民衆同士の
みが民主制と経済的相互依存に基づく平和を実現できるといった「リベラルで民主的な平和
liberal democratic peace」［LP sec. 5］を越えた，リベラルな民衆と節度ある民衆との間でも
安定的な共存は可能であるという「節度ある平和 decent peace」 ［Förster 2014: ch.8］が，こ
の多元状態の世界において実現可能な平和の形態であるとロールズは見なしているのである。
　８　十全にリベラルな民衆への変容
　ではこの「節度ある平和」を実行可能なものとするためには我々は何をなすべきであろうか。
諸民衆の法は「穏当に正義にかなったリベラル
4 4 4 4
な民衆によって行われる外交政策
4 4 4 4
の諸理想と諸
原理」に関わっているが［LP 10/ 12］，まずは我々の社会がリベラルな民衆として十全に規定
されるような形態へと変化する必要がある。
　国内における「リベラルな正義の政治的構想」の実現と国家間における「節度ある平和」の
成就は相関しており，我々がリベラルな民衆であることを対外的に示し，人権が保障されてい
る社会の望ましさを近隣諸国の人びとと政府関係者にアピールすることが，「節度ある平和」
の現実化のためには必要であろう。人権の保障と経済的な豊かさは相反せず，人権を保障する
ことが経済的な安定に結びつくことを他国に例示し，助言できるような社会とならなければな
らない。また国内においては，現今の政治情勢を鑑みるならば，公共的な理由に基づく討議を
政治の領域において確立し，「政治的自由の公正な価値」が全ての市民に保障されるような選
挙システムを築くことが早急に望まれる。政府による単なる押しつけではない，全ての市民が
承認しうるような政策立案と実施のプロセスが構築されなければならない。
　上述したように，ロールズは十全に正義にかなった社会のモデルとして「財産所有の民主制」
に言及しているが，この社会は「定常状態 the stationary state」にある社会である可能性を示
唆しており
28)
，資本主義的福祉国家のように資本の拡大と経済成長を無際限に目指す社会ではな
い。また「正義にかなった（あるいは節度ある）基本的諸制度」を確立し，「生きがいのある生
worthwhile life」を送ることを全ての市民に可能にしているのであれば，それ以上の富の集積
は必要とされない，とロールズは考えている［LP 107/ 156
29)
］。この「生きがいのある生」がど
のような人生であるのか，その具体的な内容は　　すなわち，善の構想は　　各人においても
ちろん異なる。しかしながら，各人がそうした生を送ることができるための条件として，自分
自身に価値があるという「自尊の感覚」を抱くことができることは必須であり，それゆえそう
した感覚の基礎となる最低限の所得（ベーシックインカム）は正義の要求として全ての市民に保
障されるべきであろう
30)
。そしてロールズが言及している一国における「貯蓄原理」と重荷に苦
国家の正統性について――ロールズ的な視座から（福間）
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しむ社会への「援助義務」との類似性を踏まえるならば［LP 106f/ 156f］，重荷に苦しむ社会が，
少なくとも節度ある基本的諸制度を確立し，「生きがいのある生」をその社会の人びとが送る
ことができるようになるまでは，援助を行う義務が我々には課せられているのである。
 
　９　公正な機会均等原理に基づく援助義務の解釈
　ロールズのグローバル正義論に関しては様々な批判が存在するが
31)
，その中でもグローバルな
分配的正義に対して懐疑的であることが特に挙げられる。すなわち，重荷に苦しむ社会に対す
る援助義務を「人道的な義務」としてロールズは捉えており，「正義の義務」として要求され
るものとして位置づけていない点，そして援助には閾値（達成目標）が存在し，国家（民衆）間
の平等化が目指されるものではない点が批判の的になっている。ロールズが想定する援助義務
は重荷に苦しむ社会を秩序だった民衆へと変容・発展させることを目的とする義務であるが，
秩序だった民衆となったのちは，「相対的に貧しい」状態にあるとしても，それ以上の援助を
行う必要はないというロールズの主張［LP 111/ 162］を，多くの批判者は問題視している
32)
。
　しかしながら前節で言及したように，ロールズの想定している重荷に苦しむ社会に対する援
助義務は，正義にかなった（あるいは節度ある）基本的諸制度を確立し，「生きがいのある人生」
を送ることがこの社会の人びとにおいて可能になるまでを達成目標としているものである。そ
れゆえ　　ロールズの発言から推測されていることとは異なり　　この援助は低水準のもので
は決してないと思われる
33)
。「生きがいのある生」を実現するためには（その民衆に責任を問うこ
とができない）貧困の根絶はもちろん，より広範な自由や権利の保障が要求され，生存以上の
物質的な生活水準が保障されるものでなければならない。
　第 6節でも指摘しているように，ロールズは個人と国家を類比的に考察している。この類比
に基づくならば，重荷に苦しむ社会とはいわば，国際社会の協働的な一員（秩序だった民衆）と
なる以前の段階にある存在であり，一国内でいえば十全な市民としての役割（シチズンシップ）
を果たすことが可能となる前の「幼年期」の段階にある存在と考えることができる。それゆえ
重荷に苦しむ社会への「援助」とは，子どもへの「教育」と類比的に捉えることができるので
はないだろうか。ロールズは子どもに対する教育の目的を次のように論じている。
「子どもの教育への国家の関心は，将来の市民としての子どもたちの役割にある。それゆえ，
公共文化を理解し，その諸制度に関与する能力を彼らが獲得するといった必須のこと，彼ら
が全生涯にわたって経済的に独立し，自活できる社会の構成員であること，そして，彼らが
政治的諸徳性を発達させることに国家の関心はおかれている」［JF 157/ 276］。
　道徳的諸能力（正義感覚の能力と善の構想の能力）と政治的諸徳性を涵養し，社会的協働に参
加しうる自由で平等な市民へと陶冶することが子どもへの教育の目的であり［JF 163/ 285］，
これは正義の二原理中の「公正な機会均等原理」から要請される事柄である［TJ sec. 43, PL 
184］。秩序だった民衆が重荷に苦しむ社会に対して援助する目的は，この社会が将来において
国際社会における互恵的な協働に参加できる，秩序だっており，自活可能な民衆へと変容・発
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展させることにあるが，子どもへの教育と重荷に苦しむ社会への援助との類比が妥当であるな
らば，この援助義務
34)
はグローバルな「公正な機会均等原理」から要請される「正義の義務」と
して理解されるべきである。それゆえこの義務に基づく支援は，国家間での社会・経済的格差
の是正が達成されるまで際限がなく継続するものではない。すなわち，重荷に苦しむ社会が秩
序を備え，自活可能な社会へと変容・発展したならば，それ以上の（国家間の格差是正を目的と
する）支援は必要ではない
35)
。正統性を有する秩序だった民衆（諸民衆の社会の一員）となったのち，
どのような社会となるのかはそれぞれの民衆の意思決定に委ねられているのであり［LP sec. 
16.2］，その後の社会の有り様はその各民衆の自己責任に帰することができるのである
36)
。
　結　論
　本稿でのこれまでの考察を踏まえるならば，ロールズが提起している諸民衆の法［LP 37/ 
49f］は「穏当に正義にかなったリベラル
4 4 4 4
な民衆によって行われる外交政策
4 4 4 4
の諸理想と諸原理」
という役割のみならず，「対外的な正統性」あるいは「拡張された正統性」についての概念を
も提示していると解釈しうる。すなわち自国の人びとの人権は保障してはいるものの，他国の
人びとの人権を尊重していないのであれば（第 6 原理），諸民衆の社会の正統な一員であるとい
う資格
37)
を　　すなわち，対外的な正統性を　　失うことを諸民衆の法は提起している，と。武
力によって他国の無辜の市民の人権を毀損しないことに加えて（第 5 原理），重荷に苦しむ社会
の市民の人権を支援することが（第 8 原理），民衆が対外的にも正統であることの条件と見なさ
れるべきであることをロールズは示唆している。諸民衆の法によって禁止されている武力行使
を行うこと，そして諸民衆の法によって要求されている援助を行わないことは，民衆の対外的
な正統性の剥奪，あるいは一時停止の処分が諸民衆の社会，あるいは「諸民衆の連合
38)
」によっ
て下されることになるのである。
　最後に，無法国家に対して近隣の秩序だった民衆が必要な武力介入を行わないことは，諸民
衆の社会の正統な一員であるという資格の喪失，または一時停止の要件となるのかという問題
については，さらなる考察が必要である。しかしながら本稿でのこれまでの行論を踏まえるな
らば，一応の
4 4 4
（prima facie）要件となる
39)
と主張するのが妥当であろう。それゆえ実際に介入す
べきか否かの判断にあっては，様々な要因　　成功の見込み，（介入側・被介入側双方の）人的損失，
介入に伴う人権の侵害，当該地域あるいは世界全体の安定性，等　　を考慮しなければならな
いと思われる。また対外的正統性の喪失や一時停止が対内的な正統性　　通常の意味での正統
性　　にどのような影響を与えることになるのかという問題も，今後考察すべき課題である。
＊＊＊
　本稿の目的は，ロールズ的な視座から，国家の統治権力の正統性の規範的な根拠を探求する
ことを通じて，個人の所有権と国家の領土権についての類比的な関係について考察し，この考
察を踏まえて，国家間の規範的な関係（節度ある平和，他国に対する援助義務，対外的な正統性）に
ついて吟味することにあった。ロールズによる国家の正統性についての理論は〈人権に基づく
国家の正統性について――ロールズ的な視座から（福間）
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二段階説〉と呼びうるものであり，人権基底的な正統性論を展開している。またロールズは個
人の所有権と国家の領土権との間に類比を適用しており，所有権と領土権を，市民の道徳的諸
能力の発展と統合性，国家の政治的発展と正統性という目的のために，それぞれ正当化してい
る。そして「節度ある平和」を現今の多元状態の世界において実現可能な平和の形態とロール
ズは見なしているが，他国（重荷に苦しむ社会）への援助義務はグローバルな「公正な機会均等
原理」から要請される正義の義務として解釈されるべきであり，そして諸民衆の法は対外的な
正統性概念をも提示しているものとして理解されるべきであることを本稿では示唆した。
 （ふくま　さとし・本学地域政策学部准教授）
 〔注〕
1）本稿は 2015 年 10 月 31 日に開催された哲学会第五十四回研究発表大会ワークショップ「正義
と所有」（東京大学本郷キャンパス）において発表した原稿（「所有権と領土権　　国家の正
統性についてのロールズ的視点からの一考察」）をもとに，大幅に加筆・修正したものである。
またジョン・ロールズの文献挙示は略記を用い（文献表参照），スラッシュの後の数字は邦訳
の頁を示している。
2）この国家の構成要件の四条件は 1933 年「国家の権利義務に関するモンテビデオ条約」（1 条）
において規定されているものである［藤田 2010: 167］。また国家の構成要素として，住民（国
民共同体），領域，政府（統治権力）の三つを挙げる学説もある［ibid.］。
3）国際法上は国家の要件として，法的支配の性質および程度については，「それがある程度の法
と秩序の維持を含むことを除いては，とくに要求されるものはない」［藤田 2010: 168］。事実
としてある組織が法的支配をある一定地域おいて行使しているのであれば，それは国家として
規定されるのであり，その法的支配の規範的な内実は考慮されてはいない。
4）「自己所有権理論」とは，自分の身体・能力は自分のものであり，みずからの身体・能力を用
いて獲得されたものも同じように自己の排他的な所有物（私的財産）となるという理論である。
「労働所有論」とも呼ばれている。
5）第一に，ある一定地域においてある国家による支配が存在する場合，その地域内に土地を所
有している人はその国家の法的支配権への同意を強制させられることにならないか（その地域
に対する国家の実行的な支配のためには領土上の連続性を国家は必要とするので）。第二に，
ある国家の領土の一部を取得，あるいは使用することのみをもって，その住民はその国家の法
的支配を自発的に承諾しているものと見なすことは，人びとの自発的な同意に政治的責務を基
礎づけたロックの主張を掘り崩すことにならないか。第三に，原初契約者の子孫に対して，原
初契約者が国家に領土権を授与した合意に異議を唱える機会が与えられていないならば，全て
の個人は生来自由であり，権利において平等に生まれたというロックの主張と矛盾しないか（原
初契約者とその子孫とでは権利において平等ではないので）。［Stilz 2009: 192ff］を参照。
6）ロールズは「能力の分配・分布状態の共通資産」［TJ sec. 17］テーゼを主張しており，自分の能力・
才能は自分のものであるが，それらを行使して得られた結果（財）は排他的に自分のものとす
ることはできないと論じている。これはロック的な労働所有論や，道徳的真価に基づく財の分
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配への批判となっている［TJ sec. 47, sec. 48］。また生産手段や天然資源に対する所有権の制
限をロールズは設けてもいる［TJ xvi/ xviiif; JF sec. 32.6］。
7）「秩序だった社会では ､ 個人は現行の制度編成によって奨励される一定のことがらに従事する
ことを通じて ､社会的生産物の取り分を要求する権利を獲得する」［TJ 275f/ 416f］。
8）カントの著作の巻数と引用ページはアカデミー版に従っている。
9）コップはこの「社会的ニーズ societal needs」として，社会の物理上の無欠性や協働上の無欠
性，近隣社会との平和的で協働的な関係性，そしてその社会の成員の基礎的ニーズを保障する
ことへのニーズを挙げている［Copp 1995: 193f］。
10）この「人権に基づく正統性の二段階説」を唱える上で次の論文を参考にした（［Brock 
2014］, ［Reidy 2006］, ［Wall 2014］）。また A. ブキャナンも人権に基づく正統性論を提起して
いる［Buchanan 2002］。
11）以下での〈中核となる人権〉のリストは［LP 65/ 94, 71f/ 104f］を参照。
12）十全に正義にかなっているわけではないことに注意。十全に正義にかなった立憲デモクラ
シー社会，すなわち財産所有の民主制社会であるためには正義の二原理を実現するという「第
三の段階」に達しなければならない。穏当に正義にかなった立憲デモクラシー社会と十全に正
義にかなった立憲デモクラシー社会との相違点の一つとして，「格差原理」の承認がある［PL 
228f］。
13）「互恵性の規準」の前半部分は次のようにも説明されている。「我々の政治的権力の行使が適
切であるのは，我々が自らの政治的行為に対して提示するであろう理由が　　もし我々が政府4 4 4 4 4 4 4
関係者としてその理由を述べるとするならば
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 　　十全であると真摯に信じ，かつ他の市民もそ
の理由を理にかなった仕方で受け入れるであろうと理にかなった仕方で我々が考える場合に限
られる」［PL 446f］（強調は福間）。
14）JF においては，以下のように「リベラルな正統性原理」は説明されている。「政治権力が正
統 legitimate であるのは，以下のような（成文または不文の）憲法と合致して行使される場合
に限られる。それは，その本質的要素に関して，道理をわきまえ合理的である全ての市民が彼
らの共通の人間理性に照らして支持することができる憲法である」［JF 41/ 72］。
15）S. フリーマンによれば，「憲法の本質的要素」とは基本的権利や自由の問題，そして政府の
憲法上の権限と手続きの問題を含んでおり，「基本的正義」とは機会の平等，社会的ミニマム，
そして基本的自由と公正な機会を実行的に行使するためのその他の汎用的手段に関連する問題
を含んでいる［Freeman 2007: 466］。こうした種類の政治的問題は公共的理性の政治的諸価値
に照らして解決されなければならない。［PL 227-30］を参照。
16） 「公共的理由」とは政治的諸価値のみに基づいて示される理由であるが，ロールズが想定して
いる政治的諸価値とは，市民の自由と平等，公正な機会とその他の社会的基本財（自尊の社会
的基礎）の保障，正義と一般の福祉，共同の防衛，公衆衛生や公共の利益，人身とその所有権
の安全，所得・富・税の公正な分配，経済的互恵性・経済的効率性，人の生命に対する尊重，
正義にかなった社会の再生産を達成するにあたっての家族の役割，である。［Freeman 2007: 
388f］を参照。
17）この民衆の特徴付けとして，「領土の防衛，構成員の安全，文化の保護，正統な自治と民衆
国家の正統性について――ロールズ的な視座から（福間）
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としての自尊の維持」という一連の共通の利害を共有していることが挙げられる［de Bres 
2015］。
18）「節度ある民衆」の特徴として，①個人主義ではなく，結社主義（associationist）社会であり，
②正義の共通善的構想に従って統制されており，③全ての人びとの〔中核となる〕人権を尊重し，
④社会の全集団からの代表者達によって構成される節度ある諮問階層制に基づいて統治されて
いることが挙げられる［LP sec. 8］。［Freeman 2007: 467］も参照。
19）「諸民衆の法」としてロールズは，次の八原理を示している。①各民衆は自由かつ独立であり，
その自由と独立は，他の民衆からも尊重されなければならない。②各民衆は条約や協定を遵守
しなければならない。③各民衆は平等であり，拘束力を有する取り決めの当事者となる。④各
民衆は不干渉の義務を遵守しなければならない。⑤各民衆は自衛権を有しているが，自衛以外
の理由のために戦争を開始するいかなる権利も有するものではない。⑥各民衆は諸々の人権を
尊重しなければならない。⑦各民衆は戦争の遂行方法に関して，一定の制限事項を遵守しなけ
ればならない。⑧各民衆は，正義にかなった，ないしは節度ある政治・社会体制を営むことが
できないほどの，不利な条件の下に暮らす他の民衆に対し，援助の義務を負う［LP 37/ 49f］。
20）諸民衆の社会における「協働のための諸機関」として，①各民衆の間の公正な貿易を保障す
るための機関，②協働的金融制度からの各民衆の借款を可能にするための機関，③（国際連合
と同様の役割を担う）諸民衆の連合をロールズは挙げている［LP sec. 4.5］。
21）この「節度ある平和」については第 7節で論じる。
22）少なくとも〈中核となる人権〉を保護する体制を各国において実現することがロールズの諸
民衆の法のねらいであり，全ての国家がリベラルな民衆と成ることを目的とはしていない。ま
た国内において人権侵害といった不正義が取り除かれれば，その国家は独力で発展することが
できるとロールズは考えている。それゆえグローバルな分配的正義（グローバルな格差原理）
の提案にはロールズは否定的である［LP sec. 16］。また仁愛的絶対主義国家は好戦的でもなく，
人権を尊重しているため，自衛権を有しているとロールズは述べている（「そうした社会の精
神生活や文化の水準は，我々の目からすれば高いとは言えないかもしれないが，それでも領土
への侵犯に対して自衛する権利を常に有している」［LP 92/ 136］）。それゆえ介入等によってそ
の政治体制を変更することを秩序だった民衆は行うことはできないと推測される。
23）全ての人権は平等に価値があり，それが誰の人権であるのか（自国の市民の人権か，他国の
市民の人権か）によって，その重要性に違いが生じてくる訳ではない。しかしながらある人の
人権を最もよく保護することができるのはその人が属している国家であり，それゆえ自国の人
びとの人権を第一に
4 4 4
配慮するという特別な義務が生じるといえる。
24）無法国家に対しては，武力介入という形でその国の領土権に対する秩序だった民衆による侵
害が正当化される。また重荷に苦しむ社会に対しては，秩序だった民衆は援助という形で自国
の財を提供する義務を負うため，領土権（領土内の資産を「排他的に占有・使用・処分する権利」）
が制約されることになる。
25）「穏当な多元状態の事実」とは，複数の理にかなった包括的な宗教的・哲学的・道徳的世界観
が一つの社会の内部において，そしてそれ以上に多様な形で国家間において存在しているとい
う事実を意味している［LP 11f/ 15ff; PL 36］。
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26）ロールズは人びとのニーズとして，物質的幸福，社会福祉，職業訓練と教育を挙げている［PL 166］。
27）A. フェルスターは現在の国際社会において節度ある民衆を志向している国家として，オマー
ン，カタール，そしてシンガポール等を挙げている［Förster 2014: ch.7］。
28）「我々は（実質的）資本蓄積が停止するかもしれない，正義にかなった定常状態にある社会
というミルの理念を排除しようと思っていないことは確かである。財産所有の民主制はこの可
能性を考慮に入れるべきである」［JF sec. 49.2］。J.S. ミルは「定常状態にあっても，人間の進
歩・向上が停止するわけではなく，あらゆる種類の精神文化や，道徳的・社会的な進歩の余地
は以前と同様に大いにあり，生活技術を改善する機会も大きい。人間の心が金儲けをする技術
に没頭することを止めるならば，こうした改善・進歩の可能性は一層高まる」［Mill 2011: bk.4 
ch.6］と論じている。
29）国内において正義にかなった（あるいは節度ある）制度を確立し，維持するためには莫大な富（財
政上の繁栄や天然資源）は必要ではなく，その国の「政治文化，政治的徳性や市民社会，構成
員の誠実さと勤勉さ，そしてその革新能力」が重要な要素であるとロールズは見なしている［LP 
107f/ 156ff］。
30）ロールズは「有意義な仕事や職業に就く機会がないことは，市民の自尊を損なうのみならず，
自分たちは社会の一員であり，単に社会に巻き込まれているだけではないという感覚も損なう
ことになる」と述べているが［LP 50/ 69; PL lix］，完全雇用が政策として不可能であるならば，
また有意義な仕事を得るための交渉力を人びとに付与するためにも，ベーシックインカムを政
策上の選択肢の一つとして　　リベラルな民衆においては「公正な機会均等」と「所得と富の
適正な分配」の観点から，そして節度ある民衆においては「生存権」の観点から　　考慮に入
れざるをえないと思われる。ロールズの理論枠組みの中にベーシックインカムをどのように位
置づけうるのかに関しては，［福間 2014: 第 4章］を参照。
31）ロールズのグローバル正義論に対する批判として以下のものが挙げられる。①現今のグロー
バルな協働と強制の程度を無視した，国家間の関係性についての時代遅れの見解をロールズは
想定している。②ロールズの想定とは異なり，民衆は国内の諸要因のみならず，不都合な国際
的な諸要因によっても，不利な諸条件に直面している可能性がある。③ロールズが用いている
民衆の概念が十分に明らかでなく，重要でもないので，彼が望んでいる役割をこの概念は果た
してはいない。④援助義務以上の，さらなる社会・経済的平等の実現を排除するロールズの理
由は説得的ではない。⑤リベラルな民衆以外の社会にあっては，縮減された人権〔中核となる
人権〕のみが保障されるべきとする理由が明らかでなく，節度ある民衆がこの切り詰められた
人権のリストを承認するであろう理由も明らかでない。⑥この人権のリストの中に民主的な諸
権利を含めなかったことは誤りである。⑦文化的な多元状態をロールズは真剣に受け止めてい
るが，個々人の間での正統な差異を犠牲にしている。⑧ロールズの理論は圧政的な国家との暫
定協定以上のものを我々に提供してはいない。［Brock 2010: 94f］を参照。
32）代表的な批判者として［Beitz 2000］，［Pogge 2006］，日本における批判者としては［井上 
2012］等を挙げうる。
33）同様の指摘を R. マーティンも行っている ［Martin 2006: 238］。マーティンは重荷に苦しむ社
会が正義にかなった（あるいは節度ある）基本的諸制度を確立するための，すなわち秩序だっ
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た自活した社会となるための支援として，教育（一般的な識字能力）や職業訓練の提供，共通
のシチズンシップについての文化や法の支配，経済インフラの構築，そして公衆衛生やヘルス
ケアの改善を挙げている。
34）「援助義務の役割は重荷に苦しむ社会が諸民衆の社会の十全な成員となり，自分たちの将来の
道筋を自ら決定できるように支援することにある」［LP 118/ 172f］。
35）もちろん，不公正な国際貿易が正当化しえない分配効果を諸民衆にもたらしている場合には，
「協働のための諸機関」によって是正される必要がある。注 24 を参照。
36）論文「社会的統一と基本財」においてロールズは「責任の社会的区分 social division of 
responsibility」について論じている［CP 371］。これは，「市民の集合体としての社会は，平
等な基本的諸自由と公正な機会均等を維持し，そしてこの枠組みの中でその他の基本財の公正
な保有を全ての人びとに対して供給するという責任を受け入れている。他方，（個人としての）
市民や連合体は，自らの現状と予見しうる状況を踏まえて，自らが期待できる汎用的手段の観
点から自らの目的と願望の対象（aspiration）を修正し，調整するという責任を受け入れている」
という社会と個人の間での責任の分担に関する構想である。この構想は，自らの目的に対する
責任を受け入れ，自らの社会制度に過度な要求を主張しないという人びとの節度ある能力を信
頼することによって成り立ちうる。こうした道徳的な人格構想に基づく「責任の社会的区分」は，
ロールズが想定している個人と国家の類比的な関係に基づいて，秩序だった民衆による重荷に
苦しむ社会への援助義務の解釈に適用しうると思われる。
37）この資格の喪失は，諸民衆の社会の協働システムの一員であることからもたらされる「互恵
的な利益 reciprocal advantage」の喪失を意味している。
38）注 24 を参照。
39）［LP 93 n6/ 293f］を参照。
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